
平成２２年度当初予算の要求の概要（主な事業）

（注 「分類」欄の☆印は、予算要求枠区分における重点調整経費に該当する事業である。）

活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

1 ☆ しまねのものづくり 246,525 ○生産・製造技術の課題解決のために技術アド 242,215 ○事業費、事業内容精査 商工労働部

[産業振興課]産業活性化プロジェ バイザーの派遣や技術革新に対応した試作・

[雇用政策課]クト 開発支援や人材育成など、ものづくり企業を

支援

①しまねのものづくり高度化支援事業

・県内製造業の競争力強化を図るため、経営

管理や技術力の強化を支援

②新ビジネスモデル構築・連携支援事業

・人材育成・技術移転・新たな取引関係構築

のため、県外企業への人材派遣を支援

【 】経済対策

③技術革新支援総合助成事業

・ものづくり企業の技術革新や取引拡大のた

【 】めの試作開発・技術開発に助成 新規

・大学、高専の技術シーズ活用や企業の事業

化に向けた研究開発に助成

④ものづくり産業中核人材育成支援事業

・技術革新に対応した付加価値の高い製品の

製造や次世代技術に対応できる中小企業の

技術者を養成するための研修を実施

【 】新規

⑤戦略的取引先確保推進事業

・県内企業の販売力強化を図るため、首都圏

等の県外市場開拓を支援

⑥ものづくり産業販路開拓緊急支援事業

・機械金属製造業の受注拡大を支援するた

め、しまね産業振興財団が首都圏等での独

【 】自商談会等を開催 経済対策

⑦しまね産学官連携促進支援事業

・県内企業の製品開発力等の強化に向け、大

学の持つ研究成果等の発表会、セミナーの

開催等により産学官連携を促進
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活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

2 しまねＩＴ産業振興 170,283 ○県外市場からの業務獲得を目的として、人材 155,303 ○事業費精査 商工労働部☆

[産業振興課]事業 ・技術力・企業の集積による競争力強化を図

るとともに、情報発信と販路拡大支援を実施

①Rubyビジネスモデル研究実証事業

・顧客の満足度を高めるための業務システム

【 】の開発手法を実証 新規・経済対策

②ＩＴ産業新技術研究開発助成事業

・県内企業・大学等の研究開発に対する助成

【 】経済対策

③Ruby利用開発促進事業

・県基幹系システムでのRuby活用の研究

【 】経済対策

④Ruby導入促進支援事業

・県内市町村等の情報システムにおけるRuby

【 】導入に対する助成 経済対策

⑤Ruby技術会議開催事業

・先進的な利用事例、技術情報を発信するた

【 】めの国際的なイベントを開催 経済対策

⑥しまねＩＴビジネス拡大支援事業

・県内ＩＴサービスの情報発信や新ビジネス

等に関する講習・研究会を開催

【 】経済対策

⑦ＩＴ人材育成支援事業

・OSS、Ruby講座や学生Ruby合宿の開催等
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活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

3 新産業創出プロジェ 308,482 ○競争力のある新技術や新素材を活用した新事 298,357 ○事業費精査 商工労働部☆

[産業振興課]クト 業展開を実現・拡大するため、事業化に向け

た企業との共同開発と市場開拓等を推進

①新産業創出戦略構築事業

・専門家による助言、指導等のもと、技術開

発、技術移転、知財活用等についての戦略

を構築

②熱制御システム開発プロジェクト

・高熱伝導材料について、県内での事業化を

目指す企業との共同研究開発と、開発材料

のさらなる品質の向上に向けた研究開発及

び市場開拓支援を実施

③新エネルギー応用製品開発プロジェクト

・色素増感太陽電池について、県内での事業

化を目指す企業との共同研究開発と、さら

なる性能の向上に向けた研究開発及び市場

開拓支援を実施

④機能性食品産業化プロジェクト

・県内農林水産物を活用した産学官連携によ

る機能性食品の研究開発と集約販売、全国

規模の展示会への出展等による販路拡大支

援を実施

⑤プラズマ熱処理技術開発プロジェクト

・プラズマ熱処理技術を活用して事業化した

企業の事業拡大への支援と県内企業へのさ

らなる技術移転及び人材育成を実施

⑥ＩＣＴ技術開発プロジェクト

・デジタルコンテンツ開発技術を活用した県

内外企業の連携による事業展開の促進と企

業誘致に向けた人材育成を実施
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活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

4 経済 建設産業経営革新促 128,216 ○公共事業の減少による建設産業の経営状況の 119,116 ○事業費精査 土木部

［土木総務課］対策 進事業 悪化に伴う地域経済・雇用への影響を考慮

［技術管理課］し、地域に根ざした活力ある建設産業を目指

し支援を実施

①建設産業総合相談事業

・建設産業の経営合理化、新分野進出、合併

等の様々な相談に対応する相談体制を整備

②経営改善アドバイザー派遣事業

・経営革新、新分野進出及び事業承継等を検

討している建設産業に専門アドバイザーを

派遣

③経営革新トップセミナー

・企業合併、企業連携や新分野進出を促進す

るトップセミナーを開催

④建設産業活性化事業

・市町村等と建設産業が連携して、地域の課

題への対応について検討する協議会を設置

し、この課題から新分野進出に向けた取り

組みに対し連携、協力

⑤新分野進出支援事業助成金

・新分野進出のための初期調査、販路拡大、

事業拡張のための調査に対する助成金

⑥新分野進出促進事業補助金

・新分野事業の開始に向けた初期投資への

補助

・地域の課題に対応した事業の拡張に係る

補助

⑦しまね・ハツ・建設ブランド市場開拓事業

・県内の建設業者等が保有する独自の新技術

・新工法等の販路開拓のための宣伝広告に

要する経費を助成

5 企業誘致のための各 1,607,540 ○初期投資の軽減等を行う各種助成制度を活用 1,607,540 ○要求どおり 商工労働部

[企業立地課]種助成事業 して、本県への企業誘致を推進

・企業立地促進助成金

・ソフト産業家賃等補助金

・特定通信費補助金

・ソフト系ＩＴ産業航空運賃補助金
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活力あるしまねⅠ

２．自然が育む資源を活かした産業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

6 新規 しまねの元気な郷づ 46,550 ○農林水産品の生産だけでなく、農産加工や農 46,550 ○要求どおり 農林水産部

[農林水産総務課]☆ くり事業 家レストランなどの経営の多角化や加工業者

や量販店等との資本提携・契約取引などによ

り、所得・雇用の拡大に率先して取り組み、

産地や地域を牽引する経営体を支援

【事業内容】

（１）核となる経営体の戦略立案への支援

・先進地調査、アドバイザー派遣、新商品

開発の支援など

（２）創業に必要な初期投資への支援

・施設等の新設、改修、加工機器等の機械

導入を支援

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２４

7 ☆ しまねの農地再生・ 126,766 ○食料の生産基盤である農地を確保するため、 125,766 ○事業費精査 農林水産部

[農業経営課]利活用促進事業 耕作放棄地及び耕作放棄のおそれのある農地

[農村整備課]等の有効利用や保全管理を支援するととも

に、これらの農地を活用して新規需要米等の

生産を推進

（１）農地利用集積事業

農地利用集積円滑化団体（市町村、市町村

公社、農業協同組合等）が行う農地集積に

向けた調整活動に対して、活動区域内の農

地面積に応じた基本額や利用権設定された

面積に応じた実績額を交付

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２４

（２）農地所有者代理事業

農地利用集積円滑化団体が農地の有効利

用、耕作放棄地発生防止等の目的から、農

地所有者から農地に関する権利の委任を受

けた場合引受面積に応じて農地利用集積円

滑化団体に補助金を交付し、農地の委任や

保全管理を促進

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２４

（３）再生利用緊急対策基盤整備【経済対策】

地域協議会が再生利用活動と一体的に実施

する用排水施設等の基盤整備を支援

補助率：国１／２、県１／４、

市町村１／４

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３
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活力あるしまねⅠ

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

8 経済 企業参入促進事業 165,800 ○新たに農業に参入する企業や経営拡大を行う 165,800 ○要求どおり 農林水産部

[農業経営課]対策 既参入企業を対象に、機械・施設整備に要す

る経費や農業関連企業と連携を図るための実

践活動経費を支援

・補助率：ソフト事業 １／２

ハード事業 １／３

【事業期間】ソフト事業：Ｈ２０～Ｈ２２

ハード事業：Ｈ２１～Ｈ２３

9 経済 就農者確保緊急総合 75,402 ○農林水産業への就業支援を強化することによ 73,160 ○事業費精査 農林水産部

[農業経営課]対策 支援事業 り、県内農業の担い手を育成・確保

①就業プランナー活動事業

・２名の就業プランナーを設置し、県内外か

らの農林水産業の就業者確保を促進

②島根農林水産業のＰＲ強化事業

・県内外に島根県農林水産業のＰＲ活動を促

進

③雇用就農研修経費助成事業

・新規雇用を行う農業法人等に対し、研修費

を支援

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

○自営就農や雇用就農などの専従就農だけでな

く 「兼業就農」型の就農者に対して、就農、

前研修経費や就農後の定住定着のための運転

資金等を支援 【新規】

①自営就農研修経費助成事業

・ＵＩターン者が自営により就農する場合、

研修期間中の研修費を支援

②農業＋α実践者研修経費助成

・ＵＩターン者が兼業就農する場合、研修期

間中の研修費を支援

③農業＋α実践者定住定着助成

・ＵＩターン者が兼業就農した場合、就農の

ための運転資金等を支援

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２３
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活力あるしまねⅠ

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

10 農林水産振興がんば 291,000 ○農林水産戦略プランの地域プロジェクトを 291,000 ○要求どおり 農林水産部

［農畜産振興課］る地域応援総合事業 具体的に推進するため、地域ブランドの育成

や新規就農者の初期投資軽減など、地域の農

林水産業が抱える諸課題の解決・改善に向け

た取組を支援

・地域提案型フリープラン方式及びメニュー

選択方式により、ソフト及びハードを支援

・補助率：ソフト事業 １／２

ハード事業 １／３

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２３

○新分野に進出する農業法人等の取組を支援

【経済対策】

ふるさと雇用再生特別基金事業で委託契約・

を交わす農業法人等が新たな分野に進出す

るための調査・研究活 動、施設・機械

整備等の取組を支援

・補助率：ソフト事業 １／２

ハード事業 １／３

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

11 経済 高能力乳用初妊牛緊 8,600 ○酪農経営の安定を図るため、事業実施主体が 8,600 ○要求どおり 農林水産部

［農畜産振興課］対策 急導入事業 基金を造成し、酪農家が高能力乳用初妊牛を

購入する場合に支援

【実施主体】全国農業協同組合連合会島根県本

部

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

【導入頭数】４８０頭（１頭当たり４３千円）

Ｈ２１ １６０頭

Ｈ２２ ２００頭

Ｈ２３ １２０頭
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活力あるしまねⅠ

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

12 農林水産物の流通促 74,300 ○県産農林水産物の県外への販路拡大を図るた 73,700 ○事業費精査 農林水産部

進事業 め、生産者や生産団体が取り組む販売促進活 商工労働部

[しまねブランド動を支援

推進課]①農林水産物商談会出展事業

専門性の高い商談会への出展を支援

【 】経済対策

②しまねの農畜産物まるごと企画提案事業

農業団体が外食・中食企業や異業種企業へ

島根の農畜産物をパッケージ化して企画提

案・販路拡大する取組を支援

【 】新規・経済対策

③島根ならではのこだわり産品販路拡大事業

こだわり産品について、生産者・関係JA等

が取り組む振興戦略の構築や販売促進活動

を支援

(品目)シャインマスカット、トルコギキョ

、 、 【 】ウ あすっこ きぬむすめ 経済対策

④しまねの畜産販路拡大事業

東京食肉市場の仲卸や小売を対象にした商

品説明会や市場関係者を対象とした本県産

【 】地ツアーを開催 新規・経済対策

⑤しまねの水産物販路拡大事業

国内最大規模の東京築地市場の卸や仲卸を

対象とした本県水産物のＰＲや市場関係者

を対象とした本県産地ツアーを開催

【 】経済対策
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活力あるしまねⅠ

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

13 県産品販路拡大事業 77,322 ○県産品の販路拡大を図るため、大消費地を対 75,530 ○事業費精査 農林水産部

象に事業者が取り組む販売促進活動を支援 商工労働部

[しまねブランド①島根県産品カタログ発信事業

推進課]県産品カタログを発刊し、全国のスーパー

マーケットなどのバイヤーや商談会出展者

【 】に配布 経済対策

②首都圏商談会出展等事業

日本最大級の食品展示商談会への出展やバ

【 】イヤー招致 経済対策

③島根の地酒販路拡大事業

酒販卸業者等とのマッチングや商談会への

【 】出展を支援 経済対策

④インターネットを活用した県産品販路拡大

事業

オンラインショップ（まち楽島根）への出

【 】店支援やＷｅｂ物産展を開催 経済対策

⑤加工食品セールスサポート事業

一定の基準に達した県産品を、流通・販売

に精通した商談の専門家を活用し、スーパ

【 】ーへの直接商談を実施 新規・経済対策

⑥広島における「しまね食材協力店」設置事

業

広島県で県産食材を取り扱う店舗を「しま

ね食材協力店」に指定し、県産品の利用拡

【 】大を促進 新規・経済対策

14 経済 森林整備加速化・林 ○間伐、路網整備（作業道等 、高性能林業機 ○要求どおり 農林水産部2,332,000 2,332,000）

［林業課］対策 業再生事業 械の導入、木材加工流通施設整備等、森林整

（中山間地域等活性 備から木材の伐採・搬出・利用までの取組を

化基金） 支援

【事業内容】 【補助率】

・間伐、路網整備 定額

・高性能機械の導入 1/2以内

・木材加工流通施設整備 1/2以内、定額

・木造公共施設整備 定額

など

15 全国農業担い手サミ 7,000 ○全国の担い手農家が一同に集い、農業者自ら 7,000 ○要求どおり 農林水産部

[農業経営課]ット開催事業 の経営改善、農業者組織の連携強化及び地域

農業の発展を目的に開催する全国農業担い手

サミットに係る経費を支援

開催時期：平成２２年１１月予定

「 」会 場：県立浜山体育館 カミアリーナ
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活力あるしまねⅠ

３．観光の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

16 新規 神話のふるさと「島 74,544 ○本県の魅力ある歴史的・文化的価値を活用し 74,544 ○要求どおり 商工労働部

[観光振興課]根」推進事業 た誘客を図るため、平成２４年の「古事記」

経済 編纂１３００年、平成２５年の出雲大社正遷

対策 座を機とした企画事業や広報宣伝を県、市町

村、民間団体等が一体となって実施

①県外宣伝活動事業

・古事記をテーマとしたシンポジウム、イベ

ントの県内・首都圏等での開催やテレビ等

と連携したプロモーションを実施

②情報発信事業

・古事記に関するデータ集積と公開サイトの

制作、古事記巡りマップなどを制作

③交通事業者との連携事業

・交通事業者との連携により、広域的な誘客

を促進

④他県との連携事業

・古事記にゆかりのある他県と共同し、首都

圏等で観光プロモーションを展開

⑤旅行商品構築等支援事業

・今後の継続的な取組が見込まれる旅行商品

の構築を支援

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２５

17 経済 広域観光圏整備事業 14,175 ○地域の観光の魅力向上とともに、広域的な取 14,175 ○要求どおり 商工労働部

[観光振興課]対策 組により産業としての観光力向上につながる

事業を支援

①鳥取県との共同事業

・共同周遊マップや２次交通マップの制作等

②圏域内連携魅力アップ事業

・広域的な旅行商品開発や県内の着地型旅行

商品を総合的に取り扱うオペレーションデ

スク設置に対する支援

③山陰文化観光圏協議会の事務局設置に対す

る支援

18 経済 おもてなし観光地魅 116,930 ○観光地の魅力向上を図るため、観光サイン等 116,930 ○要求どおり 商工労働部

[観光振興課]対策 力アップ事業 の基盤整備を実施

①広域観光案内板、道路案内サインの整備

②市町村等が実施するトイレ、案内板等の観

光基盤整備を支援
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活力あるしまねⅠ

３．観光の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

19 経済 高速道路を活用した 19,506 ○高速道路料金ＥＴＣ割引を契機とした誘客促 19,506 ○要求どおり 商工労働部

[観光振興課]対策 観光誘客促進事業 進を図るため、高速道路利用者への効果的な

情報発信を実施

①高速道路サービスエリア等への観光パンフ

レット設置

②広島・島根ドライブマップ作成
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活力あるしまねⅠ

４．中小企業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

20 経済 中小企業制度融資事 ○Ｈ２１年度拡大した融資枠を確保し、中小企 ○要求どおり 商工労働部70,921,709 70,921,709

[中小企業課]対策 務 業の資金繰り等を支援

・中小企業制度融資枠 ６５０億円

・資金繰り円滑化支援緊急資金（低利、責任

共有対象外融資）の取扱期間をＨ２２年度

末まで延長

21 経済 経営改善アドバイザ 55,000 ○経営が悪化している中小企業者に対し、商工 53,000 ○事業費精査 商工労働部

[中小企業課]対策 ー派遣事業 団体を通じて専門的アドバイザーを派遣して

経営安定化や合理化を支援

22 経済 巡回経営支援強化事 35,280 ○商工会議所等に巡回経営支援専門員を配置 35,280 ○要求どおり 商工労働部

[中小企業課]対策 業 し、各支援機関と連携しながら中小企業者を

支援

23 経済 地域商業再生支援緊 38,000 ○商業者や商業者の組織等が行う地域商業の振 37,000 ○事業費精査 商工労働部

[中小企業課]対策 急対策事業 興（まちづくり）や中山間地域の商業機能の

維持、人材育成の取組を支援

・商業振興補助事業

地域商業の活性化に取り組む商業者等を支

援

・中山間地域商業実態調査検討事業

今後の中山間地域の商業機能を維持するた

【 】めの調査検討 新規

24 経済 商工会地域振興活動 27,000 ○小規模事業者の支援強化と地域コミュニティ 27,000 ○要求どおり 商工労働部

[中小企業課]対策 強化事業 の再生を図るため、各商工会が行う企業支援

強化や地域振興のための取組を支援
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活力あるしまねⅠ

５．雇用・定住の促進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

25 ふるさと島根定住推 416,999 ○ふるさと島根定住財団を中心として、市町村 353,664 ○事業費精査 地域振興部☆

[地域政策課]進事業 や関係団体が連携し、ＵＩターンを促進する

ための施策を強化

定住情報提供事業①

・定住総合ポータルサイトの開設、関係機関

・市町村が参加する島根県単独定住相談会

、 （ ）の開催 県外相談拠点 東京・大阪・広島

の強化などＵＩターン希望者の幅広いニー

ズに対応した情報を発信

②しまね暮らし体験事業

・島根県への移住を指向している人を対象

に、ＵＩターンのキッカケづくりを行うた

め、体験ツアーを実施

③島根の産業体験事業

・農林水産業等によるＵＩターン希望者の滞

在（３カ月～１年）に係る費用を助成

④無料職業紹介事業

・ＵＩターン希望者を対象に県内企業の無料

職業紹介を実施

⑤ＵＩターン住まい支援事業

・ 財）島根県建築住宅センターを窓口に、（

住まいに関する相談に対応するとともに、

市町村の行う空き家を活用したＵＩターン

者用の住まい改修を支援

⑥市町村定住支援体制強化交付金

・市町村における相談から定住後のフォロー

までワンストップで対応できる職員（定住

支援員）の配置を支援

26 地域産業人材育成・ 18,019 ○地域レベルにおいて、産業人材を育成・確保 17,059 ○事業費精査 商工労働部☆

[雇用政策課]確保推進事業 することにより地域産業の振興を図るため、

産学官が連携した取り組みを支援

・産業界と教育現場が連携して教育プログラ

ムの構築や県内就職支援ができる環境整備

を行うコーディネーターを配置

・中核的な経営者・学校関係者を対象にセミ

ナーを実施
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活力あるしまねⅠ

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

27 経済 緊急雇用創出事業 ○県、市町村が一時的な雇用・就業機会を創出 ○国内示額により事業費精査 商工労働部3,753,049 3,673,049

[雇用政策課]対策 （緊急雇用創出事業 する事業を実施

臨時特例基金） ※今春の新規学卒者の雇用に配慮するため、 ほか

100名分の新規学卒者枠を確保

※事業所の閉鎖等により急速に雇用状況が悪

化する地域に対し、約400名分の緊急対応

枠を確保

【雇用創出目標】

Ｈ22 約2,800人(H20～H23：約5,600人）

①緊急雇用創出事業

〔主な予定事業（県実施分 〕）

・道路上の枝木等や側溝の土砂堆積物の除

去

・県立学校での進路資料作成、学校図書館

の運営補助業務

・振り込め詐欺対策、鍵かけ対策、子ども

みまもり活動

〔主な予定事業（市町村実施分 〕）

・障がいのある児童生徒のための学校生活

支援員の配置

・観光客への対応、提供するサービスの企

画

・がん検診受診率向上のための調査

②重点分野雇用創造事業

重点分野における民間企業やＮＰＯ等を活

用した雇用創出事業、地域失業者を新たに

雇用し就業するために必要な知識・技術を

習得するための研修事業

〔主な予定事業（県実施分 〕）

・高齢者福祉施設等の居住環境調査、修繕

・働きながら介護資格を取得するための研

修

・県産農林水産物の販路開拓、産品紹介

〔主な予定事業（市町村実施分 〕）

・観光事業に活かすための森林セラピーガ

イドの育成

・ケア付き高齢者住宅の介護職員の雇用・

研修

・不法投棄所在調査、投棄物の回収・処理

（ 、 、 、※重点分野：6分野 介護 医療 農林水産

環境・エネルギー、観光、地域社会雇用）
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活力あるしまねⅠ

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

28 経済 ふるさと雇用再生特 ○県、市町村が地域の雇用創出のために、求職 ○要求どおり 商工労働部1,556,561 1,556,561

[雇用政策課］対策 別交付金事業 者の雇用機会を創出する事業を実施

（ふるさと雇用再生 【雇用創出目標】

特別基金） Ｈ22 約350人(H21～23：約1,000人）

〔主な事業（県実施分 〕）

・林地残材を有効利用するための枝払いや

集材

・伝統工芸品製造の技術伝承・商品開発、

着地型旅行商品開発・販売事業

・私立幼稚園の預かり保育の補助、子育て

支援活動のコーディネート

〔主な事業（市町村実施分 〕）

・地元産品を活用した観光新商品・サービ

スの開発

・子育て支援に関する総合窓口の開設運営

・高齢者の安否確認、緊急時対応の生活支

援サービスの提供

29 経済 中小企業雇用創出特 167,000 ○雇用・就業機会の創出を図るため、中小企業 220,000 ○企業の公募状況を踏まえた事業費 商工労働部

[雇用政策課］対策 別支援事業 が事業を拡大し、新たに新規学卒者を正規雇 を計上

用する場合の経費を助成

・事業主体：県内に事業所を有する中小企業

・補助要件：新規・拡大事業に従事させる労

働者として、新規学卒者１名以

上を正規に雇用

・補助率：県２／３以内

30 経済 雇用調整助成金を活 36,652 ○国の雇用調整助成金制度を活用した企業の人 36,652 ○要求どおり 商工労働部

[雇用政策課］対策 用した教育訓練支援 材育成及び雇用維持を支援するため、高等技

事業 術校において、様々な職種に対応した講義等

の教育訓練を実施
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活力あるしまねⅠ

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

31 若年者雇用対策事業 84,464 ○若年者の県内就職の促進を図るため、若年者 84,464 ○要求どおり 商工労働部

[雇用政策課］に対する就業支援を実施

①若年者雇用対策事業

・ジョブカフェしまねの設置・運営

・キャリアカウンセリングの実施

・企業ガイダンスの実施

・企業見学、職場体験の実施

②若年無業者の職業的自立支援事業

・地域若者サポートステーションの設置・運

営

・支援関係機関とのネットワーク整備

・心理カウンセリングの実施

32 経済 新卒・若年者研修支 20,572 ○県内企業の人材育成を支援し、採用意欲を高 20,572 ○要求どおり 商工労働部

[雇用政策課］対策 援事業 めるとともに、人材の定着、技能承継を推進

・内定者、新人・若年者を対象に社会人とし

ての基礎的研修を実施

・企業が国の実践型人材養成システムを活用

して取り組む企業外研修を高等技術校で実

施

33 高等技術校再編整備 ○H20.3月に策定した「島根県立高等技術校再 ○一部工事を前倒して実施 商工労働部1,517,342 1,280,283

[雇用政策課］推進事業 編整備計画」に 基づき、H23.4月の開校に (H21年度2月補正予算計上）

向けて東部及び西部高等技術校（仮称）の整

備を推進

・東部高等技術校：改修工事

・西部高等技術校：建築工事
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活力あるしまねⅠ

６．産業基盤の維持・整備
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

34 隠岐空港ジェット便 20,000 ○隠岐空港における大阪ジェット便の運行継続 20,000 ○要求どおり 地域振興部

[交通対策課]運航推進事業 と航空路線の充実を図るため、利用促進対策

を実施

・旅行商品造成支援

・誘客宣伝活動等ＰＲの実施

・受入れ体制の整備
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安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

35 新型インフルエンザ 476,245 ○新型インフルエンザに適切に対処するための 467,605 ○入院医療機関への支援の一部（人 健康福祉部

[薬事衛生課]対策事業 体制整備 工呼吸器整備）を前倒して実施

①感染症外来協力医療機関への助成 （H21年度2月補正予算計上）

・クリーンパーテーションの整備

②入院医療機関への支援

・県の要請により重症患者等の受け入れのた

めに病床を確保した医療機関に対し支援

・簡易陰圧装置の整備

・人工呼吸器の整備

36 安全で美味しい島根 12,600 ○安全性と品質に関する一定の基準を満たした 12,000 ○事業費精査 農林水産部☆

[農畜産振興課]県産品認証事業 県産品（農畜林水産物）を認証し、県産品の

安全性の確保、市場競争力の強化及び生産意

欲や生産技術の向上等を促進

①審査委員会における認証基準、申請の審査

及び認証指導員研修会の開催等による指導

力の向上

②認証モデル農園を設置するなど、生産者の

意欲向上を図り認証産品の拡大化を推進

③認証産品取扱店の設置等により消費者への

制度の浸透と販売を促進

④残留農薬分析の実施による県産品及び認証

制度への信頼性の向上を推進

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

37 新規 地震被害想定調査事 29,138 ○最新の知見を地域防災計画の被害想定に反映 29,138 ○要求どおり 総務部

［消防防災課］業 させるため、地震被害想定調査を実施

（前回調査：Ｈ７～Ｈ８）

Ｈ２２ 地盤等データ収集、地震動予測等

Ｈ２３ 地震被害予測

38 建築物等地震対策促 7,367 ○大規模地震から県民の生命と財産を守るため 7,367 ○要求どおり 土木部

［建築住宅課］進事業 島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、各

種事業を実施

①法令周知・啓発事務

・コンクール及び地域学習会の開催

②技術者養成事務

・設計施工技術講習会の開催

③木造住宅耐震改修等事業

・市町村が耐震性の低い木造住宅の改修等に

要する費用を補助する場合に費用の一部を

補助
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１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

39 経済 駐在所等整備事業 479,190 ○県産材や石州瓦を活用した駐在所等の整備 479,190 ○要求どおり 警察本部

対策 ①交番庁舎建設２箇所

②駐在所庁舎建設６箇所

駐在所用地取得７箇所

40 犯罪に強い社会の実 227,168 ○安全安心サポート事業 183,482 ○事業費精査 警察本部

現のための島根行動 ①防犯ボランティア活動活性化

計画事業 ・まちの安全指導員の配置

（松江、出雲、浜田、益田）

・防犯ボランティア青色パトロールの支援

（ボランティア保険料の支援）

②広報啓発活動活性化

・女子大生対象研修会の開催等

③安全情報発信活性化

・みこぴーメールの登録者増のためのメー

ルサーバー拡充

○治安再生基盤整備事業

①安全安心通報システムの設置

・県立大学周辺等の防犯灯へ緊急通報シス

テムを設置

②パトロール活動の緊急実施

・浜田市の夜間防犯パトロールを警備会社

に委託して実施（緊急雇用事業）

③車両捜査支援システムの拡充整備

・自動車ナンバー自動読取システムの拡充

整備
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２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

41 経済 障害者自立支援特別 ○障害者の地域における自立に向けた環境の整 ○要求どおり 健康福祉部1,053,803 1,053,803

[障害者福祉課]対策 対策事業 備等

[地域福祉課]（障害者自立支援対 ①福祉・介護職員の賃金引上げ等に取り組む

[高齢者福祉課]策臨時特例基金） 事業者へ助成金を交付

②新体系サービスで必要となる施設改修に係

る経費の一部を補助

③新体系へ移行した事業者の報酬が移行前の

報酬を下回る場合に差額を助成

④福祉人材センターにキャリア支援専門員を

配置し、求職者への福祉職場の紹介など円

滑な就労・定着を支援

⑤介護福祉士の養成校の教員等が福祉・介護

施設等への介護技術に関する巡回・訪問研

修により職員の資質の向上及び職場定着を

支援

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

42 ☆ 障害者の自立に向け 783,339 ○障害者の地域における自立に向けた支援 783,339 ○要求どおり 健康福祉部

[障害者福祉課]た特別支援事業 ①地域生活移行支援

[健康推進課]・相談支援体制の充実

・生活の場の確保

・就労訓練・活動の場の充実

・工賃向上センターの運営委託

【新規・経済対策】

・就労機器購入費の補助

【新規・経済対策】

・民間企業との連携の促進

【新規・経済対策】

・地域生活移行・地域生活支援の充実

②極めて重度の障害児（者）への支援強化

・サービス拠点確保・在宅サービス充実

・強度行動障害者への支援の充実

・障害児（者）の治療費用の負担軽減

③制度の狭間にある障害者に対する支援

・発達障害者支援

・高次脳機能障害者支援

43 経済 社会福祉施設整備事 304,391 ○消防法施行令改正に伴うスプリンクラーの設 304,391 ○要求どおり 健康福祉部

[地域福祉課]対策 業 置に係る経費の一部を補助

[障害者福祉課]（社会福祉施設等耐 ・実施箇所

[青少年家庭課]震化等臨時特例基 ①救護施設

金） ②障害者施設

③乳児院

・補助率：３／４

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３
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２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

44 経済 介護職員処遇改善事 ○介護保険事業所における介護職員の処遇改善 ○要求どおり 健康福祉部1,667,916 1,667,916

[高齢者福祉課]対策 業 などに取り組む事業者を支援

（介護職員処遇改善 ①介護職員の処遇改善

等臨時特例基金） ・介護職員の賃金の引上げ等に取り組む介護

保険事業所へ交付金を交付

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２４

②介護施設開設等経費助成事業

・介護施設の開設等経費の助成

・施設用地確保経費を助成

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

45 経済 介護拠点等の緊急整 ○特別養護老人ホームなどの整備および消防法 ○要求どおり 健康福祉部2,369,265 2,369,265

[高齢者福祉課]対策 備事業 施行令改正に伴うスプリンクラーの整備にか

（介護基盤緊急整備 かる経費の一部を補助

等臨時特例基金） ①小規模特別養護老人ホーム等の整備

[対象施設]地域密着型特別養護老人ホーム

認知症対応型グループホーム等

②スプリンクラーの整備

[対象施設]特別養護老人ホーム

介護老人保健施設等

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

46 経済 高齢者福祉施設整備 765,000 ○バリアフリー化など居住環境の改善を推進す 382,500 ○１か所を前倒して実施 健康福祉部

[高齢者福祉課]対策 等事業 るため、軽費老人ホームをケアハウスに転換 （H21年度2月補正予算計上）

するための改築費の一部を補助

・実施箇所：２か所

・補 助 率：県３／４

47 経済 地域自殺対策緊急強 37,568 ○自殺予防のための広報啓発、電話相談員等の 37,568 ○要求どおり 健康福祉部

[障害者福祉課]対策 化事業 養成などを実施

（地域自殺対策緊急 【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

強化基金）
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３．医療の確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

48 新規 地域医療再生計画事 ○島根県地域医療再生計画に基づき、医師不足 ○事業費精査 健康福祉部1,283,161 1,227,161

［医療対策課］業 が深刻な地域における医師をはじめとした医

［健康推進課］経済 （地域医療再生臨時 療従事者の確保に重点をおき、併せて、ドク

対策 特例基金） ターヘリの導入や遠隔画像診断などマンパワ

ー不足を補うための体制整備についての取組

みを実施

１．医師確保対策事業

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・地域勤務医師の供給元大学への医師育成経

費等の支援 など

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・島根大学医学部への寄附講座の設置

・医学生向け奨学金の拡充 など

③地域勤務医師を『助ける』対策

・コンビニ受診抑制等のための普及啓発活動

を行う団体に対して支援

・周産期医療確保のための助産師確保対策

など

２．看護職員確保事業

①県内進学の促進対策

・看護師等養成所教員資質向上研修

・民間看護師等養成所の教育環境整備

②県内就業の促進対策

・県内就業を目指す看護学生に修学・就職活

動資金を貸与

・県内病院の看護職員募集活動への支援

③離職防止・再就業促進対策

・離職防止・再就業促進の取組への支援

・新人卒後臨床研修や新人指導担当職員研修

への支援

３．がん検診対策事業

①がん検診の受診者を増やすための施策

・開業医の行う時間外の子宮頚がん検診に関

する補助

・子宮がん検診車の整備補助 など

②がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・がん診療連携推進病院に対する補助

・地域がん登録及びがん診療情報提供等を行

う病院への支援

４．ドクターヘリ導入事業

・ドクターヘリ導入に向けた運航調整やイン

フラ整備

・ドクターヘリ導入までの間のチャーターヘ

リを使った医師等スタッフ搬送等を実施
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３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

地域医療再生計画事 ５．医療情報ネット等を活用した地域医療支援

業（地域医療再生臨 事業

時特例基金） ・電子カルテ情報を医療機関間で共有できる

（続き） システムを構築するため関係者による検討

会の開催

・遠隔画像診断システム導入に対する補助

49 地域医療を支える医 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特定 ○要求どおり 健康福祉部1,046,417 1,046,417

［医療対策課］師確保養成対策事業 診療科における 深刻な医師不足に対応する

［健康推進課］ため、医師確保養成対策を実施

■継続事業分

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・全国から医師を招聘するため様々な広報媒

体を活用した情報収集や県外医師との出張

面談

・地域医療機関での勤務を前提に県立病院で

の専門研修を実施

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・県内の地域医療に携わる意思のある大学生

向け奨学金

・島根大学と連携し、医学生・研修医の県内

定着を促進するため各種講習会等を実施

・自治医科大学運営費の負担

③地域勤務医師を『助ける』対策

・救急医療体制を確保するため、医師の負担

軽減と待遇改善策を実施

・周産期医療を確保するため、産科医師の負

担軽減と待遇改善策を実施

・女性医師の復職研修を補助

■地域医療再生計画事業［再掲］

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・地域勤務医師の供給元大学への医師育成経

費等の支援 など

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・島根大学医学部への寄附講座の設置

・医学生向け奨学金の拡充 など

③地域勤務医師を『助ける』対策

・コンビニ受診抑制等のための普及啓発活動

を行う団体に対して支援

・周産期医療確保のための助産師確保対策

など
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３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

50 看護職員確保対策事 591,938 ○離島・中山間地域や中小病院を中心とした看 553,595 ○事業費精査 健康福祉部

［医療対策課］業 護職員不足に対応するため、看護職員確保対

［健康推進課］策を実施

■継続事業分

①県内進学の促進対策

・県立高等看護学院（松江・石見）において

看護師を養成

・民間看護師等養成所の運営費に対する補助

②県内就業の促進対策

・第７次看護職員需給見通しの策定

・県内就業を目指す看護学生に修学資金を貸

与

③離職防止対策

・民間病院の院内保育所運営費に対する補助

④再就業促進対策

・県ナースセンターを指定して無料職業紹介

等を実施

・潜在看護職員の実態調査

⑤資質の向上対策

・看護師等への研修の実施

■地域医療再生計画事業分［再掲］

①県内進学の促進対策

・看護師等養成所教員資質向上研修

・民間看護師等養成所の教育環境整備

②県内就業の促進対策

・県内就業を目指す看護学生に修学・就職活

動資金を貸与

・県内病院の看護職員募集活動への支援

③離職防止・再就業促進対策

・離職防止・再就業促進の取組への支援

・新人卒後臨床研修や新人指導担当職員研修

への支援
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３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

51 しまねがん対策強化 252,515 ○質の高い医療の実現、がんの予防及び早期発 252,515 ○要求どおり 健康福祉部

［医療対策課］事業 見の推進を図るため、総合的ながん対策を実

［健康推進課］施

■継続事業分

①がん健診の受診者を増やすための施策

・啓発媒体の作成

・働き盛りの検診体制の整備

・民間企業、患者会と連携した啓発実施

②がん検診の精度管理

・従事者者講習会の開催

・協議会、各がん部会の開催

③がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・地域がん登録事業の推進

・医療従事者研修派遣に対する補助

・がん診療連携拠点病院機能強化に対する補

助

④緩和ケア推進のための施策

・各圏域の緩和ケアネットワークの構築

・がん緩和ケアに係る医師等研修の実施

⑤患者団体等支援のための施策

・患者団体の意見交換会、人材研修（がん患

者塾等）の開催

⑥県民への普及啓発の強化

・がん患者家族の話を聞く講演会や青少年へ

のがん知識の普及啓発

⑦がん対策推進計画の進行管理・評価

・協議会の開催、中間報告

■地域医療再生計画事業分［再掲］

①がん検診の受診者を増やすための施策

・開業医の行う時間外の子宮頚がん検診に関

する補助

・子宮がん検診車の整備補助 など

②がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・がん診療連携推進病院に対する補助

・地域がん登録及びがん診療情報提供等を行

う病院への支援

52 経済 医療施設耐震化臨時 661,437 ○大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす 661,437 ○要求どおり 健康福祉部

［医療対策課］対策 特例交付金事業 災害拠点病院等の耐震化に係る経費の一部を

（医療施設耐震化臨 補助

時特例基金）
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安心して暮らせるしまねⅡ

３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

53 第４６回献血運動推 18,323 ○献血運動を全国的な国民運動として盛り上 18,323 ○要求どおり 健康福祉部

[薬事衛生課]進全国大会開催事業 げ、国内の医療に要するすべての血液製剤を

献血により確保する体制の確立を目指すこと

を目的として､毎年開催される「献血運動推

進全国大会」を本県で開催

開催時期：平成２２年７月

会 場：島根県民会館

主 催：島根県、厚生労働省、日本赤十

字社
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安心して暮らせるしまねⅡ

４．子育て支援の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

54 経済 安心こども基金事業 ○子どもを安心して生み育てる環境の整備を整 ○要求どおり 総務部1,246,783 1,246,783

対策 （安心こども基金） 備するため保育所の整備等を推進 [総務課]

①保育所の開設・改築・大規模修繕を支援 健康福祉部

[青少年家庭課]②放課後児童クラブを実施するために必要な

[障害者福祉課]空き教室の改修等を支援

③母子家庭の母に対する高等技能訓練促進費

の支給

④しまね子育て支援プラス事業 【新規】

国や県の既存制度では対応できない子育て

家庭のニーズにきめ細かく対応する市町村

の取り組みを支援 など

55 ☆ しまね子育て支援プ 155,000 ○子育てニーズに対する市町村の取り組みを包 155,000 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]ラス事業 括的に支援

①しまね子育て支援プラス事業［再掲］

・国や県の既存制度では対応できない子育て

家庭のニーズにきめ細かく対応する市町村

の取り組みを支援

②しまねすくすく保育支援事業

・国庫補助の要件を満たさない小規模なニー

ズに対する市町村の取り組みを支援

56 乳幼児等の育児支援 793,914 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に対す 793,914 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]事業 る育児支援のための多様な保育サービスを支

援

①特別保育推進事業

・保育所や市町村が実施する各種保育サービ

スに対する助成

補助率：２／３

②しまね子育て総合支援推進事業交付金

【経済対策】

・病児・病後児保育、放課後児童クラブの設

置促進、環境整備のため国庫補助事業の対

象とならない施設改修や備品購入に必要な

経費を助成

交付限度：事業費の１／２以内

57 第３子以降保育料軽 120,026 ○保育所等に入所している第３子以降の３歳未 120,026 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]減事業 満の児童に係る保育料を軽減している市町村

への補助

・市町村が定める軽減率の１／２を補助
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安心して暮らせるしまねⅡ

４．子育て支援の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

58 地域児童育成事業 442,194 ○市町村が設置する、おおむね１０歳未満の児 442,194 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]童を対象とした「放課後児童クラブ」等を支

援

①放課後児童クラブ施設整備

補助率：２／３

②放課後児童クラブ運営支援

補助率：２／３

③放課後子どもプラン指導員・ボランティア

研修、放課後児童クラブ指導員等研修

59 子育て環境づくり事 19,082 ○島根県の次代を担う子どもたちの健やかな成 19,082 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]業 長を、行政、企業、住民等が一体となって県

全体で応援していく「子育ての社会化」に向

けた気運醸成と子育てにやさしい職場づくり

等を推進

①みんなで子育て応援事業（こっころ事業）

こっころパスポートを通じて形成したネッ

トワークやイメージを活用し、また民間事

業者や団体の支援事業を統合して地域にお

いてさまざまな主体が取り組む子育て支援

活動を推進

②仕事と家庭の両立支援事業

労働者が働きながら安心して子育てできる

よう、仕事と家庭の両立についての気運醸

成と子育て支援に取り組む企業の支援を推

進

③縁結び応援事業

少子化の最大の要因である未婚化・晩婚化

に対応し、民間団体と独身男女の出会いの

場を創出するとともに、独身男女のマッチ

ングを支援するボランティア制度を運営

60 新規 益田児童相談所建替 200,429 ○老朽化・狭隘化が進み、立地環境面でも問題 176,594 ○事業費精査 健康福祉部

[青少年家庭課]事業 を抱える益田児童相談所を移転新築

施設規模：約１，０００㎡

実施時期：Ｈ２２～Ｈ２３

総事業費：５３８百万円

61 経済 妊婦健康診査臨時特 186,151 ○妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減 186,151 ○要求どおり 健康福祉部

対策 例交付金事業 を図るため、妊婦健康診査に必要な経費を [健康推進課]

（妊婦健康診査支援 交付。

基金） ・妊婦検診９回分
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安心して暮らせるしまねⅡ

４．子育て支援の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

62 先天性代謝異常等検 15,148 ○新生児に対して行う、突然死や神経障害等を 15,148 ○要求どおり 健康福祉部

査事業 引き起こす先天性代謝異常等を早期発見・早 [健康推進課]

期治療するための検査

・新たな検査方法の追加により検査対象疾患

を６疾患から２５疾患へ拡充
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安心して暮らせるしまねⅡ

５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

63 ☆ 中山間地域活性化重 103,700 ○「中山間地域活性化計画」において早急に取 82,800 ○②中山間地域コミュニティ支援事 地域振興部

[地域政策課]点施策推進事業 り組むべき課題として掲げる「重点施策」の 業における事業化支援は「県民い

[交通対策課]地域での取り組みを推進 きいき活動促進事業 No.65掲載（ ）」

①中山間地域コミュニティ再生重点プロジェ を活用

クト事業

・集落を超えた広い範囲での新たな地域運営

の仕組みづくりと、その仕組みによって進

める地域活性化の取り組みを支援し、モデ

ル地区の成果・ノウハウを全県波及

②中山間地域コミュニティビジネス支援事業

【新規】

・地域住民が中心となって行う地域資源の活

用、生活サービスの提供などのコミュニテ

ィビジネス（ビジネスの手法を用いた地域

づくり）の創出と拡大を一貫して支援

③中山間地域活性化支援事業

・地域の実情に応じて市町村が主体的・積極

的に行う多様な取り組みを支援

④中山間地域生活交通支援事業

・市町村で対応が困難な交通空白・不便地域

における自治会等による自主的な輸送活動

を支援

64 地域貢献型集落営農 37,000 ○担い手空白地域の解消を推進し、農地維持活 37,000 ○要求どおり 農林水産部☆

[農業経営課]確保・育成事業 動や住民活動など、農業・農村の維持活性化

に取り組む「地域貢献型集落営農組織」の新

規設立及び取組強化を支援

①地域農業再編支援事業

・県担い手協議会及び地域担い手協議会によ

る担い手空白地域の解消のための活動

②地域貢献型集落営農確保・育成事業

・新たな地域貢献型集落営農組織の設立や地

域貢献型集落営農の地域貢献活動に対する支

援

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２２
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安心して暮らせるしまねⅡ

５．生活基盤の維持・確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

65 県民いきいき活動促 35,614 ○市民活動団体やボランティア団体等多くの県 55,614 ○「中山間地域活性化重点施策推進 地域振興部☆

[地域政策課]進事業 民のユニークな発想や企画力を活かして実施 事業（No.63掲載 」の中山間地域）

する地域課題の解決や地域の活性化につなが コミュニティビジネス事業化支援

る活動の支援 拡充のため、増額査定

①地域活性化支援

・地域資源を活用した継続性の高い事業（立

ち上げ支援型・事業拡大支援型）に対して

助成

②社会貢献支援

・公共性・公益性の高い事業（初動支援型・

継続支援型）に対して助成

66 ハートフルしまね事 42,796 ○ボランティア活動に意欲のある自治会等が行 42,796 ○要求どおり 土木部

［道路維持課］業 う県管理道路、県管理河川堤防などの除草作

［河川課］業に対し実費程度を助成

［港湾空港課］

67 バス路線運行維持事 322,760 ○生活バス路線確保対策交付金 322,760 ○要求どおり 地域振興部

[交通対策課]業 市町村が行う廃止代替バス等の運行に要する

経費を助成

【助成対象】

・運行費、車両購入費

○バス運行対策費補助金

バス事業者が行う広域的・基幹的なバス路線

に対し、国と協調して運行経費等を助成

【助成対象】

・運行費、車両に係る減価償却費 等

68 一畑電車運行維持事 153,610 ○一畑電車の運行を維持するため、線路・車両 153,610 ○要求どおり 地域振興部

[交通対策課]業 等の鉄道基盤設備の維持及び輸送安全性向上

に係る事業に対する補助

○沿線の松江市・出雲市とともに行う、啓発宣

伝や利用促進事業等への経費負担

69 中山間地域等直接支 ○生産条件が不利な中山間地域等における耕作 ○要求どおり 農林水産部2,494,480 2,494,480

[農業経営課]払事業 放棄を防止するため、平坦地との生産コスト

、 、差を交付金で補填することにより 洪水防止

水源涵養機能等の多面的機能を維持

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２６
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

70 小学校低学年多人数 443,004 ○小学校１年生及び２年生の児童数が３１人以 443,004 ○要求どおり 教育委員会

[義務教育課]学級支援事業（スク 上の学校について、学校の実態等を踏まえ、

ールサポート事業） ３０人学級編制又はスクールサポート事業を

（３０人学級編制 実施

事業） ①スクールサポート事業

【非常勤講師】６４人（６４学級）

②３０人学級編制

【非常勤講師】６７人（６７学級）

71 中学校クラスサポー 90,400 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生を 90,400 ○要求どおり 教育委員会

[義務教育課]ト事業 対象に、学習面・生活指導面からきめ細かい

支援を行うため必要性の高い学校に非常勤講

師を配置

【非常勤講師】４０人（２学級に１人）

72 特別な支援のための 158,201 ○通常の学級にＬＤ 学習障害 ＡＤＨＤ 注 158,201 ○要求どおり 教育委員会（ ）、 （

[義務教育課]非常勤講師配置事業 意欠陥多動性障害）など特別な支援を要する

（にこにこサポート 児童が在籍し、特に対応が必要な小学校を対

事業） 象に、非常勤講師を配置

【非常勤講師】７０人（１人／校）

教育委員会

[義務教育課]73 学びの場を支える非 192,100 ○新学習指導要領の先行実施に伴う授業時数の 192,100 ○要求どおり

常勤講師配置事業 増等に対応するため、必要性の高い小学校に

非常勤講師を配置

【職務内容】

・小学校の授業時数増への対応

・小学校の国語・理科・算数の少人数指導等

への対応

○不適応、不登校、学習不振、日本語指導等特

別な支援を要する児童生徒への対応として、

自学教室等を設置して個別に指導を行う必要

のある小中学校、または司書教諭を中心とし

て学校図書館の活用の充実を図ろうとする小

中学校のうち、特に必要がある学校に非常勤

講師を配置

【非常勤講師】８５人
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

74 ☆ いじめ・不登校対策 206,182 ○不登校対策推進事業 206,182 ○要求どおり 教育委員会

[総務課]事業 深刻化するいじめ、不登校の課題に対処する

[義務教育課]ための市町村の機能強化等各種事業の実施

①教育支援センター（適応指導教室）運営事

業

設置市町村に対する安定的な運営を支援

［補助予定数］１１市町 １２施設

②不登校児童生徒支援事業

ひきこもりがちな児童生徒に対する活動の

機会を全市町村で提供

［活動場所］２１市町村

③問題を抱える子ども等の自立支援事業

不登校やいじめなどの課題を未然防止、早

期発見・早期対応するための実践研究

［委託予定数］１３市町

不登校に対する未然防止実践モデル地域指④

定事業

２箇所のモデル地域でＱＵテストを行い早

【 】期発見・早期対応の重要性を普及 新規

⑤高校中退者等の円滑な社会参加に向けた連

絡調整員の配置事業

宍道高等学校及び浜田高等学校（定時制）

に連絡調整員を配置し、社会参加に向けて

【 】の連絡調整を実施 新規

○悩みの相談事業

学校でのあらゆる教育活動において児童生徒

一人一人が抱える悩みに対してきめ細かな対

応がとれる教育相談体制の充実

・スクールカウンセラー配置事業

・スクールソーシャルワーカー活用事業

・心の電話相談事業（いじめ１１０番）

○こころ・発達・教育相談事業

医療と連携した教育相談体制を構築し、より

早期から、教育と医療の総合的な支援を実施

・こころの医療センターに併設する若松分校

内に相談窓口を設置
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

75 ☆ 子ども読書活動推進 215,859 ○小中学校の学校図書館の充実と活性化を図る 215,859 ○要求どおり 教育委員会

[義務教育課]事業 ため、学校司書等の配置支援や教育図書の整

[生涯学習課]備等の各種事業を実施

①学校司書等配置事業

すべての小中学校に学校司書が配置される

よう、市町村に対して交付金を交付

②司書教諭養成事業

司書教諭の全校配置・発令をめざして、司

書教諭養成講習会の受講を支援

③学校図書館活用教育図書整備事業

学校図書館で活用する教育図書を県立図書

館に整備するとともに市町村立図書館等に

寄託し、近辺の小中学校で共同利用

【 】新規

④学校図書館パワーアップ事業

学校図書館の環境整備を行うとともにその

【 】成果を普及 経済対策

⑤しまね子ども読書コンクール

読書活動や学校図書館活用教育において優

れた実践をしている学校を公募し表彰

【 】経済対策

【事業期間】①・② Ｈ２１～Ｈ２５

④・⑤ Ｈ２１～Ｈ２３

76 学力向上対策事業 73,180 ○詳細かつ客観的に学力の実態を把握するた 73,180 ○要求どおり 教育委員会

[総務課]め、全県学力調査を一斉実施

[高校教育課]［対象］小学４年生から中学３年生まで悉皆

[義務教育課]［実施時期］平成２２年５月（予定）

○学力調査結果を踏まえ、より効果的な学力向

上対策を実施

（小中学校分）

・学習環境の確立に向けた実践事業

・中学校教科指導リーダー養成研修

・小・中学校教科指導力向上セミナー

・幼・保・小・中連携ステップアップ事業

（高等学校分）

・夢実現進学チャレンジセミナー

・問題作成力養成事業

・教科リーダー養成事業

・中高連携ステップアップ事業

・ チームしまね」進学対策事業「
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

77 ふるさと教育推進事 39,680 ○ふるさとに愛着と誇りを持つ心豊かな子ども 39,680 ○要求どおり 教育委員会

[生涯学習課]業 を育むため 「学社連携・融合 （＝地域の大、 」

人たちが学校教育を支援 の理念に基づく ふ） 「

るさと教育」を推進

①市町村交付金

・県内全ての公立小中学校・全学年・全学級

で「ふるさと教育」を実施するため、定額

交付金（県１０／１０）を助成

②地域人材養成研修

・ ふるさと教育」に関わる地域の指導者や「

ボランティア等を対象とする研修を開催

78 ☆ 働くことを学ぼう 65,293 ○高校生の職業意識の醸成と県内就職の促進、 65,293 ○要求どおり 教育委員会「 」

[高校教育課]推進事業 専門高校における地域産業を担う人材の育成

を進めるため、企業見学やセミナーの開催、

学校と地域や企業が連携した課題研究事業な

どを実施

①職業意識の醸成

・インターンシップ事業

・企業見学事業

・職業意識啓発セミナー

・キャリアカウンセリングプログラムの実施

②県内就職の促進

・学校企業連絡会

・高校生就職説明会

・進路指導代替講師配置

③地域の担い手育成

・地域産業の担い手育成事業

・産学官連携による課題研究事業

79 学校施設バリアフリ 352,911 ○教育環境の充実を図るため学校施設のバリア 3,768 ○一部工事を前倒して実施 教育委員会

[教育施設課]ー化事業 フリー化を実施 （H21年度2月補正予算計上）

（整備内容）

・エレベーター設置、段差解消、多目的トイ

レ設置

【 】一部経済対策
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

80 高等学校校舎等整備 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 ○事業費精査 教育委員会4,947,358 4,939,158

[教育施設課]事業 ①耐震対策 ８２３百万円

[スケジュール]

Ｈ２２：耐震補強工事、耐震診断等

【 】一部経済対策

②松江工業高等学校改築 ２，１４８百万円

[スケジュール]

Ｈ２２～２３：建設工事、備品整備等

[総事業費]約５１億円

③横田高等学校校舎改築 １，０１９百万円

[スケジュール]

Ｈ２２～２３：建設工事、備品整備等

[総事業費]約１５億円

④大東高等学校校舎改築 ４２７百万円

[スケジュール]

Ｈ２２～２３：建設工事、備品整備等

[総事業費]約９億円

⑤出雲工業高等学校校舎改築 １８百万円

[スケジュール]

Ｈ２２：調査

Ｈ２３～２７：設計、建設工事、備品整備

等

⑥浜田高等学校改築 ５０８百万円

（屋内運動場、定時制・通信制校舎）

[スケジュール]

Ｈ２２～２５：設計、建設工事、備品整備

等

[総事業費]約３６億円

81 新規 ふるまい向上プロジ 13,783 ○規範意識やコミュニケーション力、基本的な 13,783 ○要求どおり 教育委員会

[義務教育課]ェクト事業［再掲］ 生活行動・生活習慣の定着など、乳幼児期か

[保健体育課]経済 (安心こども基金) らの教育・養育環境を充実し、乳幼児とその

[生涯学習課]対策 親両方のふるまいを向上させる県民運動に広

げるための事業を実施

①推進協議会の開催

②小１プロブレム対策事業

・幼保小連携のための研修会を開催

③乳幼児期からの生活習慣づくり事業

・ＰＴＡ、保育所保護者会を対象としたモデ

ル事業を実施

④親学プログラム普及・開発事業

・親学普及員の養成、研修活動を実施

「 」⑤公民館 実証！ふるまい向上プロジェクト

・島根県公民館連絡協議会へ意識啓発のため

の実証事業を委託
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

82 放課後子どもプラン 90,065 ○放課後や休日に、公民館や学校の余裕教室等 90,065 ○要求どおり 教育委員会

[生涯学習課]事業 を活用し、年齢の異なる子どもたちが群れて

遊んだり体験・交流する場を提供

①放課後子ども教室運営費補助金

・開設箇所数：１５４カ所

・補助率：２／３（国１／３・県１／３・市

町村１／３）

②コーディネータ、指導者等養成研修

83 実証！「地域力」醸 10,000 ○公民館が実施する地域課題の解決や地域の元 10,000 ○要求どおり 教育委員会

[生涯学習課]成プログラム 気回復につながる取組を支援

・島根県公民館連絡協議会へ実証事業を委託

・モデル公民館の選定

新規５～１０カ所・継続２０カ所程度

84 学校支援地域本部事 130,536 ○学校と地域の連携協力体制を構築するため、 130,536 ○要求どおり 教育委員会

[生涯学習課]業 地域をあげて学校を支援する気運を醸成する

とともに、多様な形態の学校支援ボランテ

ィア活動の掘り起こし

①各市町村に実行委員会を設置（１７市町）

・地域における学校支援の推進について協議

・コーディネータ、ボランティア等の養成講

座を開催

②モデル校区に「学校支援地域本部」を開設

（４８本部）

・専任コーディネータを配置し、多様な形態

の学校支援ボランティア活動を調整

85 私立学校経営健全性 ○私立学校の経常的経費に対する助成 ○事業費精査 総務部1,451,576 1,449,450

［総務課］確保事業 ①私立学校振興費補助金

（交付先）高等学校、中学校、幼稚園を設置

する学校法人

②私立幼稚園教育活動費補助金

（交付先）非学校法人立幼稚園

③私立高等専修学校振興費補助金

（交付先）高等専修学校を設置する学校法人

④私立専修学校教育活動費補助金

（交付先）専修学校を設置する学校法人
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心豊かなしまねⅢ

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

86 私立学校魅力と特色 33,022 ○私立高等学校等の魅力を高めたり、更なる特 33,022 ○要求どおり 総務部

［総務課］ある学校づくり推進 色を出すような施設・設備の整備事業に対し

事業補助金 て補助

①施設・設備整備費の１／２以内を補助

②国庫補助対象施設・設備整備事業に対する

上乗せ補助（補助率：１／６以内）

③耐震診断事業費の２／３以内を補助

（国補助率１／２）

87 経済 私立学校耐震化促進 72,551 ○私立学校の耐震化工事の促進を図るため、そ 72,551 ○要求どおり 総務部

［総務課対策 事業 の耐震工事にかかる経費の一部を補助

・国庫補助対象施設・設備整備事業に対する

上乗せ補助

補助率：１／６以内

88 新規 専修学校進学者特別 37,382 ○高校新卒者の求人状況が厳しい中、就職希望 37,367 ○事業費精査 総務部

［総務課］支援事業 から進路変更した平成22年3月高校卒業予定者

経済 を対象に、県内専修学校入学者に対して奨学金

対策 を貸与

①奨学金（無利子）

・貸与人員 ３０名程度

・貸与月額 ３万円～７万円

②就学資金（有利子）

・貸与人員 １０名程度

・貸与額 ５０万円又は１００万円

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２５
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心豊かなしまねⅢ

２．多彩な県民活動の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

89 しまね社会貢献基金 60,031 ○「しまね社会貢献基金」による助成や低利融 59,531 ○個別事業の必要性・内容精査 環境生活部

[環境生活総務課]事業 資制度等により社会貢献活動を行うＮＰＯ法人

などの団体活動を支援

①しまね社会貢献基金助成事業

県が造成した基金及び県民や企業からの寄付

金によりＮＰＯ法人等による社会貢献活動を支

援

・しまね協働実践事業

・団体助成、協働助成事業

【 】②ＮＰＯ活動総合支援事業 新規

・金融機関との協調によるＮＰＯ法人への

低利融資制度

・国委託費等を獲得し、つなぎ資金を借り

入れた場合の利子補給制度
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心豊かなしまねⅢ

３．人権の尊重と相互理解の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

90 女性保護事業 74,580 ○日常生活を営む上で様々な問題を抱えて悩む 74,580 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]女性について、広く相談に応じる事業やＤＶ

（配偶者からの暴力）被害者等をはじめ保護

が必要な女性を一時保護し、問題解決に向け

ての支援を実施

①女性相談事業

・女性相談センターや児童相談所に女性相談

員を配置し広く女性相談を実施

・県民への啓発のための講演会の開催や適切

な相談等を実施するために、各圏域での関

係機関連絡会、事例検討会、研修会等を実

施

②ＤＶ被害者等保護事業

・ＤＶ被害等の理由で保護が必要な女性につ

いて一時保護所等において保護を実施

・自立の意志を持つＤＶ被害者等に対して自

立するまでの中間施設となる住居（ステッ

プハウス）を提供

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所する際に必

要な生活資金や住宅資金を貸付
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４．自然環境、文化・歴史の保全と活用
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

91 未来へ引き継ぐ石見 134,539 ○世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理し、 134,539 ○要求どおり 教育委員会☆

[文化財課]銀山保全事業 未来へ継承していくため、調査研究と保存整

備を柱として事業を実施

①世界遺産総合調査研究事業

・基礎調査研究

・テーマ別調査研究

・シンポジウム開催

②世界遺産保存整備事業

・遺跡整備

・来訪者急増対策

・拠点施設整備、運営補助

・石見銀山基金造成支援

92 経済 地域グリーンニュー 556,237 ○県、市町村及び事業者等の行う地球温暖化対 556,237 ○要求どおり 地域振興部

対策 ディール基金事業 策や不法投棄対策等を推進 [ ]地域政策課

①個人住宅用太陽光発電等導入への支援 [ ]土地資源対策課

②中小企業等による省エネ改修への支援

③市町村が行う地球温暖化対策の支援 環境生活部

④しまね海洋館への省エネ設備の導入 [ ]環境政策課

⑤微量ＰＣＢの汚染の疑いのある廃電気機器 [ ]廃棄物対策課

等の分析費用の補助

⑥海岸漂着物対策の推進

⑦市町村が行う不法投棄・散乱ごみ監視・回

収の支援

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

93 水と緑の森づくり事 199,274 ○水と緑の森づくり税を財源とし、県民と協働 199,274 ○要求どおり 農林水産部

業 して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」への [林業課]

再生を促進

①森づくり推進事業

・水と緑の森づくり会議の開催など

②みーもの森づくり事業

・県民が行う森づくり（里山や観光地周辺森

林の景観対策や森林公園や自然公園周辺の森

林整備など）を支援

③県民再生の森事業

・森林所有者等と締結する協定に基づく不要

木の伐採など

【事業期間】Ｈ２２～２６
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４．自然環境、文化・歴史の保全と活用（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

94 産業廃棄物減量促進 182,396 ○産業廃棄物減量税を財源とし、産業廃棄物の 180,466 ○事業費精査 総務部

[税務課]事業 排出抑制・再生利用等による減量化の取組み

を促進

①再資源化 環境生活部

[環境政策課]・産業廃棄物リサイクル施設等整備事業

[廃棄物対策課]・資源循環型技術開発事業

・資源循環型技術基礎研究実施事業

・環境リサイクル連携推進事業 等 商工労働部

[産業振興課]②環境教育

・県民の３Ｒ促進事業

・地域連携による省エネ・３Ｒ活動支援事業 教育委員会

[高校教育課]・環境教育推進事業 等

[義務教育課]③不法投棄防止

・不法投棄等対策強化事業

④適正処理推進

・ＰＣＢ廃棄物処理推進事業

・エコアクション２１認証取得促進事業

・産業廃棄物最終処分場水質調査 等

⑤徴税費
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その他Ⅳ

（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

95 竹島領土権確立対策 12,660 ○「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏まえ、 12,660 ○要求どおり 総務部

［総務課］事業 問題解決に向けた国民世論の喚起を促す取組

を実施

・竹島問題研究会による専門調査研究と情報

発信

・広告塔の設置、啓発パンフレットの作成な

ど広報啓発活動

の実施

・Ｗｅｂ竹島問題研究所・竹島資料室の運営

○国に対し設置を要望する広報啓発施設に関す

る調査、検討

・隠岐の島などの国境離島が果たす役割を国

民に広報啓発する施設のあり方について、

調査、検討
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